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第 1 章 序論 























各自治体の一例を挙げれば、東京都は、2017 年 11 月「超高齢社会における東京の
あり方懇談会」を設置し、第 1 回を 2017 年 11 月 8 日に実施している。その中で、





望と活力が持てる都市を実現するための政策提言を 2018 年 9 月「TOKYO BEYOND 2020
～世界に先駆ける長寿社会～」(東京都, 2018)として発信している。東京都は、2030
年に 4 人に 1 人は高齢者になると予想し、この課題解消にむけて意欲的に取り組んで
いる(東京都,2018)。このように、日本では、各自治体において、各地区の状況にあ
わせた地域包括ケアシステム構築が進められている。 








推進する自治体を 800 市町村以上とする。」ことを挙げており、2017 年 8 月に行われ


























ト」がその事例である。2014 年 12 月から 2017 年 3 月まで総務省・厚生労働省・文
部科学省が支援を行い、筑波大学とみずほ情報総研、つくばウエルネスリサーチ、凸
版印刷はスマートウエルネスシティ総合特区の大規模実証実験「複数自治体連携型大











予測される。2018 年 4 月の時点では、社会保障制度において後期高齢者の医療費負
担は、収入により差はあるが、医療機関において一般的には後期高齢者（75 歳以
上）である被保険者の窓口支払い費用は 1 割負担であり、さらに高額療養費の負担は


















たものである。また、本報告書の中で、高齢者 1 人当たり医療費の全国平均は 2000
年度 757.9 千円、2003 年度 752.7 千円と微減であるが、高齢者 1 人当たり介護費の
全国平均は 2000 年度 160.9 千円、2003 年度 228.5 千円であり 42.0%増となってい
る。高齢者 1 人当たり医療費・介護費合計額は、前田の試算によると全国平均 2000
年度 918.8 千円 2003 年度 981.2 千円と 6.8 %増であった。このように高齢者 1 人当





















































































1-2 本稿の構成  



















































































第 2 章 日本における地域包括ケアシステムの現状 
2-1 地域包括ケアシステムとは 
 2015 年に高齢者保健福祉計画（老人福祉法第 20 条の 8）や介護保険事業計画（介































8 つの活動指針「健康なまち・職場づくり宣言 2020」を示しており、その中に宣言 1
「予防・健康づくりについて、一般住民を対象としたインセンティブを推進する自治
体を 800 市町村以上とする」と目標を定めている。2018 年 8 月に行われた「日本健
康会議 2018」の中で、2016 年 115 市町村の取り組みが 2017 年には 328 市町村、2018
年には 563 市町村（対前年比 172%）となり、目標達成率は 71%（全国 1716 市町村）
であると公表している。宣言 2「かかりつけ医等と連携して生活習慣病の重症化予防




康経営に取り組む企業は、目標 500 社以上に対し、2016 年 138 社から 2017 年には







は、現役世代 2 人が 1 人の高齢者を支えているが、今後、同じように支えていく場
合、2050 年には 1.3 人で 1 人の高齢者を支えることになると予想している(日本医療
政策機構,2017)。しかし、65 歳以上の人が自立して働き、支え手側になる場合、2050

















労働省, 2017a)の作成を各自治体に課している。これは、2013 年 6 月に閣議決定され
た成長戦略「日本再興戦略」において、全ての健康保険組合に対し、レセプト・健診
データの分析に基づくデータヘルス計画の作成・公表、事業実施、評価などの取組み
が求められているため、その方針を踏まえて 2014 年 3 月に保険事業の実施指針が改







 「第 1 回新たな医療の在り方を踏まえた医師・看護師等の働き方ビジョン検討会」
（2016 年 10 月 3 日実施）の資料 4 の「我が国の医療の現状」(厚生労働省,2016a)の
中で、2015 年は約 1,311 千人だった死亡数が、2040 年には年間 1,669 千人にのぼる
と推計し、日本は多死社会を迎えると予想されている。2018 年 4 月現在の社会保障
制度において、後期高齢者の医療費負担は、収入により差はあるものの一般的には 1










































年間人口 10 万対 100 強であるが、これに対し、15 歳～65 歳を対象とした新潟市・長




ており、1994 年から 1995 年に行った新潟市・長岡市での調査では、発症登録調査
（15～65 歳）において、カルテ調査が実施された 136 名を対象として死因構成を検
討している(田辺, 2005)。このカルテ情報をもとにした突然死の死因内訳は、心臓性















交歓会において心臓血管外科の専門家は、2025 年から 2030 年にかけて人口の高齢化
にともない心不全の患者が増え「心不全パンデミック」が起こると予測している(日
本ジャーナリスト協会, 2018 )。すなわち、健康寿命が延びて 100 歳まで生きる世の
中になれば心臓疾患は増え、手術適応範囲が拡大すれば医療費はますます増幅するこ
とを示唆している。千葉県は、症状や状態により費用は異なるが、心臓手術にかかる




















































3-1 新潟県湯沢町 3 
新潟県湯沢町は新潟県南部に位置し、人口 8,046 人、面積 357.00 ㎢で街のほぼ
94％を山林が占めている。高齢化率は 33.90％となっており、日本医師会では今後の
高齢化率はさらに進むと予測している(日本医師会, 2018 )。また、2012 年 10 月に
行われた新潟県福祉保高齢者の現況より高齢者世帯は 673 世帯と全世帯数 3,463 世帯
の 19.4％となる。地域医療資源は、2016 年 10 月現在の地域内医療機関情報の集計値
（人口 10 万人あたりは、2015 年国勢調査総人口で計算）からみると一般診療所は 4
か所、人口 10 万人当たりの施設数は 49.71 と全国平均 67.88 を下回り、診療科目に
おいても設置は内科系と外科系のみとなっている。また、病院は 1 か所、歯科医院は




2003 年に「湯沢町ファミリー健康プラン」を策定。2013 年度には、第 1 次プラン
の評価を行い、さらにこれを発展させた「第 2 次 湯沢町ファミリー健康プラン」を





                                                       
1 2014 年度東京大学で行われた社会人講座 
http://www.pp.u-tokyo.ac.jp/HPU/h-pac/documents/H-PAC_04_report.pdf(2017 年 10 月 13
日取得) 
2 筆者は、2015 年 2 月長野県木曽町における研修にオブザーバーとして参加。 
3 2015 年に筆者らが行った国松明美氏（新潟県湯沢町保健師）へのインタビュー調査と提供








年以降 300 人台となり、いったん 2006 年、2007 年に減少。その後再び増加し 2014




































3-2 東京都大田区 4 
東京都大田区は、人口 717,082 人、面積 60.66 ㎢、高齢化率は 21.7％、75 歳以上
の全人口に占める割合は年々増加しており、区民 10 人に 1 人が 75 歳以上の高齢者と
なっている。同時に高齢単身世帯数は、平成 12 年に高齢夫婦世帯数を上回り、平成






27 病院あり、全国平均の 6.58 を大きく上回る。2016 年 10 月現在の地域内医療機関
情報の集計値（人口 10 万人あたりは、2015 年国勢調査総人口で計算）からみると一
般診療所は 560 か所、人口 10 万人当たりの施設数は 78.09 と全国平均 67.88 を上回
っており、診療科目からみた設置数においても全国平均は上回っており、医療におい
ては潤沢な環境下にあるといえる。一方で介護施設においては 75 歳以上 1 千人当た



















                                                       
4 2017 年に行った東京都大田区社会医療法人財団 仁医会 牧田総合病院 地域ささえあいセン





















リットが生まれ、ここでも Win-Win の関係が構築できている。 
これらの活動を支える一員として「みま～もサポーター」を募集している。2017
年 3 月現在 100 名を超えた。こちらは、年会費 2000 円を徴収し、活動には、主体性




































































































    図 4-1 保健師養成施設一覧    
学校種別 課程 就業年限 養成校数 
大学院 修士課程 2 年 ７→10* 
大学 
（選択制） 4 年 191 
（全員必修） 4 年 29 
短期大学 専攻科 1 年 5 
専修学校 
保健師養成課程 1 年 6 
保健師・看護師統合 
カリキュラム校 
4 年 10 
注）大学院及び大学は国公私立看護系大学などの状況 
（平成 27 年 4 月現在、*平成 28 年 4 月現在）,文部科学省高騰教育局医学教育課、 
 *専修学校は医療関係職種養成施設（https://youseijo.mhlw.go.jp/）より作成 










ュラムと現場のニーズを比較した研究は 2015 年 4 月時点では存在しなかった。この
ため看護職養成大学におけるカリキュラムの調査を計画した。まず初めに、看護教育
の変遷の調査を行った。次に、カリキュラムの現状調査を行う上で、大学間に格差が
                                                       
5 「保健師教育機関による自治体等の現任保健師の人材育成に対する連携の実際」に関する調
査結果報告書（2017 年 1 月一般社団法人全国保健師教育機関協議会） 
6 2008 年 11 月に設置 





































は 1989 年 11 校定員 558 人から 2014 年には 226 校定員 19,454 人と急増した。この動


























































































2014 年 226 校 19,454 人 







成所指定規則が改正され、1997 年 4 月から施行された。看護における学士教育は
1952 年高知女子大学で始まった。その後、1953 年東京大学医学部衛生看護学科、








学省が定める大学設置基準にある卒業要件 124 単位のうち 97 単位が指定規則により
定められており、他学系統に比べると自由度は極めて少ない。 
現行の大学におけるカリキュラムは厚生労働省ホームページ「保健師助産師看護師






                                                       
























臨地実習 成人看護学 6 
臨地実習 老年看護学 4 
臨地実習 小児看護学 2 
臨地実習 母性看護学 2 




臨地実習 在宅看護論 2 
臨地実習 看護の統合と実践 2 
合計 97 
   e-gov サイトより作成 （2016 年 12 月 15 日参照） 
 http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S26/S26F03502001001.html 
 






































































験資格取得に必要な単位数が従来の 23 単位から 28 単位に増加した。 














学大臣指定（認定）医療関係技術者養成学校一覧 (2015 年 5 月 1 日現在）によると
看護師教育のみの教育課程を持つ看護系大学は全国 231 校のうち 17 大学存在する。





2015 年（第 101 回） 受験者 16,622 合格者数 16,517(15,381)  
2016 年（第 102 回） 受験者 8,799 合格者数 7,901(7,684) 
  ※合格者（ ）内は新卒者の合格者数 






COC 校と文部科学省が支援を行う GP 採択校の中で看護師養成課程をもつ大学の学部




1) 横浜市立大学 COC 校 グローバルな地域包括ケア 
27 
 
2) 神戸市看護大学 COC 校 地域住民と協働でコミュニティケア 
3) 群馬大学 GP 地域完結型看護リーダーの育成 
4) 北海道医療大学看護福祉学部看護学科  





















的として実施している。この COC 校の中で 2013 年に採択され、地域における連携を
取っている 2 大学に着目した。2013 年は 299 件の単独申請があり、48 件が採択され
た。共同申請は 20 件あり採択は 4 件であり、合計 319 件申請があった中での 52 件と
なる。このうち大学は 289 件申請、48 件採択で、内訳は、国立大学 22 校採択、公立







































































1996 年 4 月開学。2000 年 4 月大学院看護学研究科を設置。2005 年助産学専攻科を














































































1949 年附属看護婦養成施設を設置し、1951 年に附属看護学校を設置。1965 年には
附属助産婦学校を設置。その後、1977 に医療技術短期大学部を設置し、附属看護学















































4-4-3 大学独自事例  


















1993 年 4 月看護福祉学部看護学科を開設。その後、1997 年 4 月には、大学院看護
福祉学研究科看護学専攻/臨床福祉・心理学専攻修士課程開設し、1999 年 4 月大学院
看護福祉学研究科看護学専攻/臨床福祉・心理学専攻博士課程を開設。看護学科に関






































































と、学部の種類及び規模に応じ定める専任教員数は収容定員 400 名の場合 12 名であ
り、収容定員 800 人の場合は 15 名と定められている。また、この表に定める教員数
の半数以上は原則として教授とするとなっており、Ａ学科の場合は収容定員 400 人で
あるので指定規則によると専任教員 12 名うち半数の教授 6 名が必要であるが、表 3-
9 より、専任教員 48 名、教授 9 名であり基準は満たしている。Ｂ学科は、収容定員
800 人であるので指定規則によると専任 15 名のうち半数を超える 8 名が必要である
が、表 3-9 より、専任教員 65 名、教授 9 名であり基準は満たしている。2 学科を比
較した場合、一人当たりの学生数を単純に計算すると専任教員 1 人あたり、Ａ学科は








得の状況をホームページより調べた。(表 4-5-1, 表 4-5-2) 
 
表 4-5-1 保健師養成課程を持つＡ学科（定員：100 名）専任教員 48 名 
  教授 准教授 講師 助教 助手 
看護管理 1         
機能看護学   1 2 1   
基礎看護学 1 1 2 1   
小児看護学 1 1 1 1   
精神看護学 1 1 1 1   
臨床看護学（慢性期） 1 1 1 2   
臨床看護学（急性期）   1   2 1 
成人看護学（急性期）   1       
地域看護学 1 1 1   1 
老年・在宅看護学 1 2 1 2 1 
養護 1       1 
母性看護学・助産学 1   3 2 1 
全体 9 10 12 12 5 
 18.8% 20.8% 25.0% 25.0% 10.4% 
※大学ホームページより筆者が作成 （2016 年 12 月 10 日） 
 
表 4-5-2 看護師養成課程に特化したＢ学科（定員:200 名）専任教員 65 名 
  教授 准教授 講師 助教 助手 
基盤看護学 2 2 1 1 1 
総合看護学 1 2     1 
基礎看護学 1 2 2 3 2 
看護技術に関する研究         1 
成人老年看護学   2 4 2 6 
小児看護学 2   2   1 
母性看護学・助産学 1 3 3 2 1 
精神看護学 1 1 2 2   
地域看護学   2     2 
在宅看護学 1   1 1   
表記なし   1       
全体 9 15 15 11 15 
 13.8% 23.1% 23.1% 16.9% 23.1% 










表 4-5-3 Ａ学科教員の学位の取得状況 
  博士 修士 学士 未確認 全体 
教授 8 1     9 
准教授 7 3     10 
講師 4 8     12 
助教   12     12 
助手   2 3   5 
 19 26 3 0 48 
 39.6% 54.2% 6.3%   
大学ホームページより筆者が作成（2016 年 12 月 10 日） 
 
表 4-5-4 Ｂ学科教員の学位の取得状況 




教授 6 2     1 9 
准教授 3 11     1 15 
講師 2 13       15 
助教   11       11 
助手   5 8 2   15 
 11 42 8 2 2 65 
 16.9% 64.6% 12.3% 3.1% 3.1%  






配置を確認した（表 4-5-1, 表 4-5-2）ところ教授の配置されていない領域が 2016 年
12 月 10 日現在 2 領域存在した。（看護技術に関する研究は助手 1 名のみであったの
で除外した。）定員増設における教員審査はないため届出のみで完了する。このよう
な看護大学が多くなると研究の指導における問題が発生するのではないかと推測され









ても A 大学の 2 コースのように 1 つは東京都都区内、1 つは東京都区外にあり、同じ
看護学関係であっても教員の移動は検索サイト「乗換案内」(ジョルダン株式会社)で







表 4-5-5 B 学科 領域別学位別教員配置 
  教授 准教授 講師 助教 助手 
基盤看護学 2 2 1 1 1 
総合看護学 1 2     1 
基礎看護学 1 2 2 3 2 
看護技術に関する研究         1 
成人老年看護学   2 4 2 6 
小児看護学 2   2   1 
母性看護学・助産学 1 3 3 2 1 
精神看護学 1 1 2 2   
地域看護学   2     2 
在宅看護学 1   1 1   
表記なし   1       
全体 9 15 15 11 15 
 13.8% 23.1% 23.1% 16.9% 23.1% 






なった。博士号が確認されたものは 17 名であり、看護学博士 7 名と一番多く、医学
博士 4 名、保健学博士 2 名、教育学博士 2 名、経済学博士 1 名、社会学博士 1 名とな













実地による調査のこととあると「平 27 年度調査結果の概要」に記載されている。平成 27
年のアフターケアの調査結果等によると平成 27 年度の調査対象の公私立大学・大学
院・短期大学・高等専門学校（以下「大学等」という。）の校数及び件数は表 3-14 よ
り、それぞれ 450 校 755 件であり、これらすべてについて書面調査を行っている。併





                                 
表 4-5-6 平成 27 年度アフターケア調査対象大学 
 
高等教育局高等教育企画課大学設置室 
平成 27 年度設置計画履行状況等調査の結果等について,文部科学省 
http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/ninka/__icsFiles/afieldfile/2016/03/11/1
367269_01.pdf （2016 年 12 月 16 日取得） 
 










を迎えた時に専任教員が 14 人も辞任し、これにより大学設置基準第 10 条に抵触して
いるため是正を求められている大学もある。次に「改善意見」が付された大学等は
269 件であり、4 年制大学数は 175 件ある。その内、看護師養成学部・学科を持つ大

















大学の設置届出制は 2003 年から導入された。表 4-5-7 よりその後、設置件数は
増加しているが、2007 年以降減少傾向にある。看護師養成課程を持つ大学において
はその傾向はみられない。 









表 4-5-7 設置認可・届出の総件数の推移（※1※2） 
年度 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 
大学・短大 155 249 213 315 224 218 189 164 124 105 116 117 
うち届出（※
１） 
1 194 165 260 175 174 146 134 102 87 93 85 
うち看護系
（※２） 




※※文部科学省 2016 年 2 月「設置計画履行状況など調査の結果等について」（平成










の研究と同時期に、この事態を重要視し、2016 年 12 月より看護学教育モデル・コ

























第 5 章 薬局・薬剤師を中心とした地域包括ケアシステムにおける国民への健康教育
の可能性 





























2000 年 4 月に介護保険法が施行に伴い、薬剤師は在宅での役割が期待されるように
なった。2003 年には、医薬品の製造販売業に薬剤師等の配置が義務づけられ、2005
年 4 月に全面施行された。2007 年 4 月、薬局機能に関する情報の開示が義務付けら
れ、調剤の場所が患者居宅へ拡大された。2006 年、薬局は、医療提供施設として位
置づけられ、薬剤師の役割拡大に伴い、大学における薬剤師教育の就業年数が 4 年か
ら 6 年に延長された。2008 年 4 月から行政処分を受けた薬剤師に対する再教育研修
が義務づけられたほか、薬剤師氏名等が公表されることとなった。2009 年には、新





 医療法においては、「薬剤師」が医療職として明記されたのが 1992 年（平成 4 年）
であり、「薬局」が医療提供施設として位置付けられたのが 2006 年（平成 18 年）、






に 36,670 であったものが、2014 年には 57,784 と伸びている。日本薬剤師会のあゆ
みによると、1 年間に発行された処方箋の枚数も 1989 年に 13,542 万枚が 77,558 万






















も高い。薬局における後発医薬品の使用割合は 2012 年４月に 46.5%であったものが
2015 年 3 月には 58.4%にあがった。患者が後発医薬品に変更したきっかけは、厚生労









いる。この状況を鑑み、2016 年 5 月 26 日の経済財政諮問会議において、厚生労働大
臣から、医薬分業の原点に立ち返り、全国約 57,000 の薬局を患者本位の「かかりつ
け薬局」に再編するため、2016 年内に「患者のための薬局ビジョン」を策定する旨



















 次に、2016 年（平成 27 年）に制度化された「健康サポート薬局制度」について考
察を行った。健康サポート薬局の理念やあるべき姿については、2015 年 6 月に設置
された「健康情報拠点薬局（仮称）のあり方に関する検討会」において議論され、
「健康サポート薬局のあり方について」報告書にまとめられている。健康サポート薬






年 11 月 15 日に行われた第 3 回医薬品医療機器制度部会の資料 1「健康サポート薬局
の現状」によると、2018 年 10 月現在、このための薬剤師研修を実施している機関
は、公益社団法人日本薬剤師会・公益財団法人日本薬剤師センター、特定非営利活動
法人 Healthy Aging Projects for women、一般社団法人日本保険薬局協会、一般社
団法人上田薬剤師会、一般社団法人薬局共創未来人材育成機構、一般社団法人日本薬
業研修センターの 6 団体である。2018 年 10 月末までの 1 年間で健康サポート研修終





































とも指摘されている。廣谷(2012)が行ったアンケート調査は 715 中 375 の保険薬局か
ら回答を得ており、検証を行っている。この中で薬剤師が在宅医療で関わっている疾
















































18 か所の D カフェが掲載されている。サイトには、カフェを 3 つのタイプに分類
し、掲載している。(1)ご本人中心のタイプ、(2)家族交流会タイプ、(3)認知所カフ
ェタイプであり、「ご本人中心のタイプ」は 3 か所、(2)家族交流会タイプは 2 か所、
(3)認知症カフェタイプは 13 か所になっている。設置の団体別にみると、行政主催が
4 件（高齢者支援センター、まちの保健室）、有志による集まりが 12 件、医療法人主




が主催している「D カフェ 原町田の樹」を主宰している薬剤師 A 氏と管理栄養士 B
氏の 2 名にインタビュー調査を行った。 
 
5-3 事例研究「薬樹薬局 原町田店」 
「D カフェ原町田の樹」を主宰している A 氏が薬剤師として勤務する薬樹薬局原町田
店は保険薬局であり、薬剤師による調剤業務に加え、管理栄養士による栄養相談も行
っている。薬剤師は、変動はあるものの約 5 名が常時勤務しており、管理栄養士は他
の店舗と併任で 2 名勤務している。 
 
5-3-1 薬局における管理栄養士と地域住民とのかかわり 
 栄養指導の依頼は、月に 3、4 件程度である。栄養相談に来られる方は 60 代から














ォーキングする。2018 年 7 月 9 日に実施したときの参加者は 7 名であった。(2)いつ





も配布している。さらに相談の際にも直接伝えている。2018 年 1 月 8 回、2 月 10















5-3-2 D カフェ原町田の樹 
 D カフェの開設にあたっては、他地区で実施されていた D カフェ（認知症カフェ）
に A 氏が参加し、参加者の楽しそうな雰囲気を見て、町田地区にも同じような場所を
作りたいという思いから始めた。2017 年 11 月実施の日本認知症学会で土志田伸ら
(2017)が発表によると D カフェ原町田の樹は、D カフェにおいて認知症患者とその家
族が地域の中で、孤立せず安心して生活できる地域づくりのきっかけとなる事をめざ


























ラスになる意見が多い。土志田ら(2017)は「月 1 回ではあるが、D カフェを継続する
ことにより、町田地区多職種との連携が強固になりつつある。認知症本人の参加は 1
回 1～2 名とわずかであったがうち 1 名は D カフェ参加によって今まで通うのを拒ん
でいたデイサービスへも通い始めるようになり行動変容を促すことができた」と報告
しており、薬局が中心になり多職種を連携した認知症カフェの運営の可能性を示唆し
ている（土志田ほか, 2017）。2017 年 3 月から 10 月の D カフェの参加者は表 5-1 通
りである。合計した人数は、3 月 13 名、4 月 11 名、5 月 11 名、6 月 9 名、7 月 6
名、8 月 16 名、9 月 9 名、10 月 33 名であった（土志田ほか, 2017）。 





























表 5-1 D カフェ参加者 土志田ほか(2017)をもとに筆者作成（2018 年 12 月 16 日） 




3 月 22 日 1 0  1 5  6 
4 月 26 日 1 0  1 2  7 
5 月 30 日 1 1  1 1  7 
6 月 14 日 0 1  1 1  6 
7 月 12 日 0 0  1 0  5 
8 月 10 日 1 1  6 3  5 
9 月 14 日 1 1  1 0  6 
10 月 11
日 





















会が主体となるケースが 7 件、地域薬剤師会が中心となったケースが 4 件、薬局が主




いるものは、20 件、個人をサポートしているものは 12 件で、サポートの対象を患者






























































(6) 街かどケアカフェの開催（東京都 練馬区） 
高齢者を中心とした地域住民がお茶を飲みながら介護予防や健康について相談ができ








 厚生労働省が実施した 2014 年の調査によると、保険薬局は全国に 2016 年度
58,678 あり、20 年前の 1996 年度 40,310、10 年前の 2006 年度 51,952 とくらべて増
加傾向にある。医薬分業率全国平均を見ても 1996 年度 22.5%、2006 年度 55.8%、
50 
 
2014 年度 68.7%と増えてきている。2017 年に厚生労働省が行った調査では、都道府
県別にみると 2016 年度の無薬局町村は全国で 145、北海道が 26 と突出しているが、




























れる「健康サポート薬局」の届け出数は 2018 年 10 月末全国で 567 件であるが、2018










































































する取組を推進している。しかし、2018 年 3 月 4 日に実施された Web 調査「医療者


























































参加している。意思表明書の重要性について実際に 2018 年 5 月に新聞掲載された男
性の話を例に説明している。 




























医師が注意すべき点を考えた。松戸市は 21 万世帯あり、そのうち 65 歳以上の親族の


























































































































































行為としており、2018 年 3 月にオンライン診療の提供に関するガイドラインを定め
た。東京都江東区に立地する O 内科診療所では、今回の改定前の 2017 年 7 月より運
用を開始しており、オンライン診療の導入経緯とその診療の実態を伺った。 
 O 内科診療所は、1967 年に開業し、地域の「かかりつけ医」として地元密着の診療
所であり、内科中心の診療を行っているが、在宅診療も行っている。地域柄、長年住
み続けている方も多く、特に高齢者の方の通院が大変だという声にこたえ、患者の利
便性を図り、診療の質を担保するために 2017 年 7 月にオンライン診療を導入した。
オンライン診療にあたってはいくつかの要件がある。初診から６カ月以上経過してい
るなどの診療要件を満たし、かつ、医師が、必要と判断した場合に導入している。現






























































                                                       


































は、医療提供体制を検討する会であり、5 年に 1 度見直されている。医療計画は、適
切な医療提供体制をとることにより地域医療の効率化・体系化をはかることが目的と
され設置された。そのため、経済的効果も重要な課題となっている。一例をあげると





ホームページ上で公開されている。2018 年度の OECD データによると国民１千人あた
りの病床数は OECD 加盟国 36 カ国中 1 位であった。国民 1 千人当たり米国 2.770 台、
英国 2.54 台に対し、日本は 13.050 台である。同じく OECD データにより、医療検査
に使用する機器についてみてみると、MRI は国民 100 万人あたり 55.210 台、CT スキ




りの医療機器の台数は都道府県によって差が見られ、MRI、CT の 10 万人あたりの台
数は MRI では高知県は全国で一番高く、CT では徳島県についで全国 2 位であった
が、CT1 台あたり患者数は全国で 1 番少なかった。本調査において人口あたりの CT
の台数と CT1 台あたりの患者数を比較した調査ではこの両者間には負の相関関係が認
められた。このため必ずしも医療検査機器が患者を誘引しているとはいえないが、CT
および MRI の数が世界的にみても突出していることは OECD データを見ても明らかで
あるたり、例えば高知県の場合、CT1 台あたりの患者数が全国で一番少ないことか
ら、採算が取れていないのではない可能性もあり、保守点検費用についても懸念され
る。このため、第 3 回医療計画の見直し等に関する検討会でも、CT や MRI などの検
査機器の適正な数を考えていくべきだとしており、経済的観点から共同利用なども今
後考えていく必要があると示唆した。 

















向けて 2018 年 3 月ヘルスケア・ニューフロンティア・ファンドを組成した。研究会
の活動の一つとして、「未病産業」に関する商品やサービスが「未病を改善する」こ
とに資するエビデンスの確立を上げている。このような新しい産業を創出するととも

















たが、第二期計画機関中において実施率は毎年上昇した。2015 年 49.7％、2016 年
51.0%であり、全国平均（51.4%）に近づいた。成人喫煙率に関しても目標値には達し





ろ 2015 年 44.7%と目標達成には至らなかったが、2010 年の 34.6％から 10.1％増加し
た。平均在院日数*について、2016 年の調査では、神奈川県は 21.7 日であり、目標






分かった。これらを医療費実績の推計値で見ると 2013 年 2 兆 5107 億円が 2017 年の





















































日本の 2017 年度歳出予算は 97.5 兆円であったが、そのうち社会保障費は 32.5 兆
円（33.3％）ともっとも占める割合が高い。財務省によると 国の一般会計歳出は①
社会保障、②国債費、③地方交付税交付金などの 3 経費が 7 割を占めている。2017
年度一般会計税収は 57.7 兆円であり、歳出予算との差は毎年公債で補填されてい






医療だけではない。また 2016 年度の給付費を見ると社会保障費の総額 118.3 兆円の
うち も高いのは年金の 56.7 兆円であり、医療は 37.9 兆円、介護・福祉・その他が
23.7 兆円と続く。つぎに将来の社会保障費を見てみると、2012 年総額 109.5 兆円で
あったものが 2025 年には総額 148.9 兆円と社会保障費に係る費用は 1.36 倍になるこ
とが予想されている。この間の GDP の伸びは 2012 年度 479.6 兆円から 2025 年度
610.6 兆円と 1.27 倍の伸びが予測されており、これは、社会保障費の伸びより低












表 8-1 死亡年齢による死因      
年齢 第 1 位 第 2 位 
75 歳～89 歳 悪性新生物 心疾患 
90 歳～94 歳 心疾患 悪性新生物 
95 歳以上 老衰 心疾患 
2017 年度人口動態統計（厚生労働省）より筆者作成（2018 年 1 月 21 日） 
 
 
















2016 年 10 月に発表された日本心不全学会ガイドライン委員会「高齢心不全患者の
治療に関するステートメント」によると慢性心不全は主として高齢者の疾患であり、













は、2018 年 1 月孤独相が誕生したが、日本でも多くの研究者がこの問題に取り組ん








































生の 終段階における医療・ケアの在り方」を検討し、2007 年に人生の 終段階に
おける医療・ケアの決定プロセスに関するガイドラインを策定している。これは、前
章で調査をおこなった人生の 終段階における治療の在り方に関する問題を鑑み厚生
労働省が作成したものである。この作成にあたっては、1987 年以来 4 回の検討会を
開催し、検討をした結果、人生の 終段階における医療に関する国民の意識の変化や
環境について一律の定めが必要かどうか議論を行った。2018 年 3 月に発行された
「人生の 終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン開設編」
                                                       
10 ベネッセスタイルケア 心臓病を死亡率も要介護になるリスクも高いとしている。 



























 ACP の概念の普及が進めば、人生の 終段階における医療・ケアの方針の決定につ
いて考える機会も増え、個人が自分の状態にあった病院に行くことにより医療のアク
セスも整理されることが期待されるが、厚生労働省が行った平成 29 年度一般国民票




































サポートの必要性を論じている(木内ほか, 2004)。つぎに、3 つの世論調査 11より、
国民が希望する終末期の迎え方を考察する。 
 
(1)2018 年世論調査（日本医療政策機構 2018 年 6 月、インターネット調査、有効回
収数 1,000 件） 












人 41.4％、不安や悩みを聞いてくれる人 38.5％と続いた。 
 
(2)医療・医療保険制度に関する国民意識調査報告書（健康保険組合連合会 2017 年 6
月実施、インターネット調査、回収数 2,000 人） 




につれて減少傾向にあり、64 歳以下で 36.3％、65 歳以上で 30.4％であった。一
方で、家族に痛みが伴い治る見込みがなく、死期が迫っているケースを想定した
                                                       
11 2018 年世論調査（日本医療政策機構 2018 年 6 月実施）、医療・医療保険制度に関する国
民意識調査報告書（健康保険組合連合会 2017 年 6 月実施）、第 6 回 日本の医療に関する意識












(3)第 6 回 日本の医療に関する意識調査（日本医師会総合政策研究機構、2017 年 4






























状、厚生労働省による ACP の認知度調査（図 3-1）では、良く知っているのは一般国
民 3.3％であり、医師 22.4％、看護師 19.7％、介護職員 7.6％と医療・介護専門職に
おいても高いとは言えない。2018 年 3 月 4 日に実施された Web 調査「医療者が考え





















































8-4 人生の 終段階における教育について 






































人生の終末期の話し合いをする場を 2018 年 1 月に厚生労働省は「人生会議」と名
称を定めその普及活動を行っているが、2019 年 11 月に厚生労働省が作成した「人生








































年版高齢社会白書によると 2017 年 10 月 1 日現在で、総人口 1 億 2,671 万人、65 歳
以上人口は 3,515 万人、高齢化率は 27.7％と発表されている。将来推計人口による
と 2029 年に人口 1 億 2,000 万人を下回り、その後も減少を続け 2053 年には 1 億人を
割り 9,924 万人になり、さらには 2065 年に 8,808 万人になり、総人口に占める 75 歳
以上の人口の割合は 25.5%となり、3.9 人に 1 人が 75 歳以上の人になると推計されて
いる。また、同年には生産労働年齢人口 1.3 人で 1 人の 65 歳以上の高齢者を支える
という社会が来ると推計している。厚生労働省はこのような超高齢社会における課題
解決のための計画として地域包括ケアシステムの構築を推進している。計画の中心












日本における住居についての施策として、国土交通省が 2006 年 6 月 8 日に住生活
基本法を公布・施行し、安心・安全な住宅の供給と流通、および取引の適正化を行っ
ている。加えて住宅困窮者に対する住宅セーフティネットの構築について公布・施行









2009 年に行った「平成 21 年 1 月社会資本整備審議会」の報告書に記載されている。
社会資本整備審議会の答申の中で、単身高齢者は 2005 年の 387 万人から 2030 年には
































9-2-2 先駆的空き家対策モデル事業(国土交通省, 2018) 
 












































あることのみであり、国籍は問わない。取材当時は、日本人の 20 代女性 4 人で満室
の状態であったが、過去には外国人女性も住んでいた。世代交流のみならず、異文化
交流の機会ともなり、オーナー夫婦は、帰国したシェアメイトを訪ねて台湾に旅行に
行ったこともあると語っていた(NPO 法人 ハートウォーミングハウス, 2018)。仲介














9-3-1 ニューヨークの住まいの環境 東京と比較して 
次にアメリカのニューヨーク州でのホームシェアについて考察を行う。ニューヨー
クの住居に関しては、ドイツ銀行の 2017 年の調査によると世界第 3 位と家賃が高い
こともあり、シェアハウスが古くから存在する。2008 年の賃貸住宅生活実態調査に
よると住居ストック数は日本全体で 5,759 万件、東京は 678 万件(空室率 11.1%)に対
し、ニューヨーク州は 333 万件(空室率 6.8％)となっている。東京の約半数ではある
が空室率は東京より少ない。持ち家率を比較してみると東京は 46.4%であるのに対
し、ニューヨークは 34.0％となっており、東京の方が持ち家率は高い。借家につい
てみていると 1 か月の家賃は東京 8.8 万円に対し、ニューヨークは 14 万円、平均面








ていたことがあるものは 38.3%となっており、傾向として年齢としては 35 歳くらい
までが主流であり、20 第前半でルームシェアでの暮らしをしている者が 22％である




9-3-2 New York Fundation for Senior Citizens（NYFSC）の試み 
ニューヨークにおけるシェアハウスを斡旋する業者の中で、New York Foundation 















ト」と「ゲスト」は 18 歳以上であり、どちらかが、60 歳以上または障害を持ちなが





















































・過去 1 年以内の医師による所見 




ニューヨーク州政府ウエブサイトの Livable New York の Resource Manual には、








































































































































によれば、2007 年には、申告のあった 62 歳以上のホームレスの人々は、国のホーム
レス人口の 2.9％を占めた。ワシントン D.C.の擁護団体である National Alliance 









(2) ケース 2．86 歳アメリカ国籍女性(ホスト)と 61 歳男性アメリカ国籍男性(障害あ
り)（ゲスト）（Alicia, 2016） 














(3) ケース 3 91 歳アメリカ国籍女性(ホスト)と 23 歳男性アメリカ国籍女性(芸術家)
（ゲスト）（Alicia, 2016） 
 
 ゲストの女性は、ホストの家の 上階に 1 か月前から、無料で住んでいる。ホスト
は、元大学の准教授であり、3 人の子供を育てていたが、2008 年にすべて引っ越し、









































































































































ている（北國新聞 Web,1 月 7 日(火）1：58 配信)。また、全国的な組織として、全国遺伝
子医療部門連絡会議がある。 
 






の情報交換や意見交換を行う場として設置され、第 1 回会議は、2003 年 11 月 29 日
東京都日本教育会館にて行われた。参加施設は 50 施設、参加者は 69 名であった。以
降 1 年に 1 度のペースで行われており、2018 年 10 月 13 日に第 16 回会議（神奈川県
横浜市パシフィコ横浜）が実施され、63 施設 214 名が参加した。施設数は 2003 年の










負担は下がった。さらに本会議の運営組織は、後援 3 学会の会員に対して、全 19 講






いても伸びている。しかし、他の資格(※2018 年 12 月 31 日現在届け出人数「医師」






































150 例、遺伝性腫瘍領域 50 例、小児科領域・保因者診断 20 例、神経筋疾患領域 40




























構築を目指して、 2005 年大分県立看護科学大学が大学内に NP(ナースプラクティシ
ョナー)プロジェクトを立ち上げた。2008 年 4 月に同大学に定員 5 名の大学院修士課
程 NP(ナースプラクティショナー)コースを開設した。1 期生 4 名は、2010 年 4 月よ
り大分県内の 3 つ病院と老健施設に NP 教育を受けた看護師として就業した。そのこ
の 1 期の修了性に対しては、2009 年 4 月に国際医療福祉大学、2010 年 4 月に東京医
療保健大学、北海道医療大学、2011 年 4 月に東北文化学園大学、2012 年 4 月藤田保
健衛生学院大学、2013 年 4 月愛知医科大学に設置された。日本 NP 連絡会は、2008 年
10 月にそれぞれ NP の人材育成・教育に関心を持つ大分県立看護科学大学、国際医療
福祉大学、東京医療保健大学が NP 養成教育の標準化、法制化を目指し活動を開始し
た。日本 NP 連絡会は、2009 年 10 月に日本 NP 協議会に発展した。この活動の中で、
日本版 NP を Web 状の公募により「NP（診療看護師）」とし 2014 年商標登録を行おう
としたが、却下された。2009 年「経済改革基本方針 2009」の規制・制度改革に関連
して、「医師と看護師等との間の役割分担の見直しについて専門家会議で検討し、具
体策を平成 21 年度内にだすこと」が閣議決定され、厚生労働省が 2009 年 8 月「チー
ム医療の推進に関する検討会（チーム医療推進会議）」を設置した。チーム医療推進
会議の中では、日本版 NP は「特定看護師（仮称）」として検討された。その後、31
回の WG の検討、社会保障審議会医療部会の審議において 2011 年 11 月「看護師特定
能力認証制度」を発足させた。この制度は 2013 年 8 月「特定行為に係る看護師の研
修制度」になり、2014 年 6 月には「特定行為に係る看護師の研修制度」として設立
され、保助看護法に記載された。保助看護法の改正まで日本版 NP 設立のために 2005
















































































































特定看護師についての調査を行ったが、2005 年 4 月に日本発の大学院を大分に設置
してから 2011 年 11 月認定制度発足まで 6 年超の年月を要している。大学院設置に関





























































た。2015 年 2 月当時の厚生労働大臣であった塩崎恭久氏は、当時平均年齢 42.7 歳と




めの 5 つの基盤を提示している。 
 


















































































第 2 章から第 7 章においては、筆者の論文をもとに執筆した。（全て査読あり） 
 章 発表年 タイトル 雑誌名 巻頁 
第 2 章 
第 6 章 























第 5 章 2019 地域包括ケアシステムにおけ
る国民への健康教育（ヘルス
プロモーション）の在り方 
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